
Ⅰ　問題と目的
１．放課後等デイサービスについて
　放課後等デイサービス（以下，放デイ）は、2012 年
に児童福祉法に位置付けられた学校（幼稚園及び大学は
除く）に就学している障害児を対象とした支援である。
現在、個別支援計画による専門性の高さや安心できる場
所として認知されたこと、保護者の就労希望などの潜在
的な需要があったこと（宮地・中山 ,2020）により、家庭・
学校と相まって第三の居場所として重要な役割を持っ
ている（山根・前岡・北山・内山・金沢・米山・光真坊 ,2020）。
　放デイは 2012 年創設当初の事業所 3,115 箇所、利用
者 51,678 人から 2021 年 7 月時点で事業所 17,034 箇所、
利用者 278,514 と飛躍的に増加している（厚労省 ,2021）。
また、事業所 1 箇所あたりの利用児童数は 12.5 人であ
り、そのうちの約 23％が通常学級に在籍している（厚
労省 ,2020a）。放デイを含めた障害児通所支援の利用者
数は、5 歳から 10 歳半ばにかけて横ばいまたは漸増傾
向にあり、最近出生した世代ほど就学期以降も利用率
が高いため、まだ顕在化していない支援ニーズがあり、
今後も利用者数は増加する可能性があると考えられて
いる（厚生労働省：障害児通所支援の在り方に関する検
討会 ,2021）。
　
２ ．放課後等デイサービスガイドラインについて
　放デイにおける支援に一定の質を担保するための全
国共通の枠組みが必要とされたこと（障害児支援の在り
方に関する検討会 ,2014）から、「放課後等デイサービス
ガイドライン」（以下 , ガイドライン）が 2015 年に策定

された。また、同年に文科省特別支援教育課と社会教育
課の連名で、都道府県及び政令指定都市等の教育委員会
への事務連絡が行われ、放デイとの連携の推進が要請さ
れている（文科省，2015）。
　ガイドラインは、1. 総則、2．設置者・管理者向けガ
イドライン、3. 児童発達管理者向けガイドライン、4. 従
業者向けガイドラインの 4 つで構成されており、各役職
の役割に応じて、（1）子どものニーズに応じた適切な
支援の提供と支援の質の向上、（2）子どもと保護者に
対する説明責任等、（3）緊急時の対応と法令遵守の大
きく 3 項目が示されている。学校との連携については、

「（1）子どものニーズに応じた適切な支援の提供と支援
の質の向上」の「④関係機関・団体や保護者との連携」
に示されている。
　しかし、ガイドラインの学校との連携の項目について
は、「何を」、「どこまで」、「どのように」連携すればよ
いのかはそれぞれの事業所に任せられており、連携をど
のように捉えるかで違いが生じる（山本 ,2017）といっ
た意見もあげられている。

３ ．放課後等デイサービスと学校の連携について
　文科省・厚労省（2012）は、学校と放デイは時間的
な連続性があることから、特別支援学校等の教育課程
と放デイにおける支援内容の一貫性を確保するために、
特別支援学校等と放デイ、保護者等との間で十分協議す
るなどの連携を推進している。しかし、「家庭と教育と
福祉の連携『トライアングル』プロジェクト報告（2018）」
では、学校と放デイの間でお互いの活動内容や課題、連
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絡先などが共有されず、コミュニケーションが図られて
いないため、連携が十分できていないなどの課題があげ
られた。また、2020 年度には新型コロナウイルス感染
拡大により学校が一斉休校となり、放デイは子どもの居
場所として受け皿となった（厚労省 ,2020b）。その際も
休校や登校日、子どもの様子などについて学校からの連
絡はなく、放デイは自力で対応することになり、情報伝
達の部分だけみても連携が十分にとれていたとは言え
ない実態が明らかとなった（全国放課後連 ,2020）。
　西原・阿部・小曾根・柘植（2018）では、学校と放デ
イの連携を下校時等の児童生徒の様子についての情報
交換など「全ての放デイ・児童生徒に必要な取組み」と、
ケース会議等の支援に関する情報交換など「個々の必要
性に応じた取組み」の 2 つに分けて整理している。式本・
古井（2021）や香野（2021）の調査で特別支援学校と放
デイの連携は、「全ての放デイ・児童生徒に必要な取組
み」に関する連携は実施できているが、通常校では送迎
時の情報交換の場に担任教員が子どもについておらず、
申し送りが何もない（村山 ,2015）ことや他に大勢の子
どもがいる通常学級担任にとっては、一人のために玄関
に出て下校を見送ることは難しい（吉野 ,2015）といっ
た意見があげられている。また、全特協（2020）の調
査では、通常学級と放デイの連携の現状について 28.8%
で「どちらともいえない」の回答が最も多く、通常学級
と放デイの連携のあり方が明確になっていないと考え
られる。
　一方、通常学級と放デイの連携の経験がある小学校は
連携の意義を認め、具体的な効果を得ることができるた
めに連携を希望している（田村・和田 ,2019）こともあり、
通常学級においても放デイとの連携・情報共有の必要性
があるのではないかと考えられる。そこで本研究では、
ガイドライン（2015）策定時点では想定されていなかっ
たと考えられる通常学級に焦点を当て、放デイの小学校
通常学級との連携の実施状況についてガイドラインに
従って明らかにし、今後の小学校通常学級との情報共有
のあり方について検討する。

Ⅱ　研究 １：小学校調査
１．調査対象と調査時期
　A 市（政令指定都市）4 区内にある市立小学校 65 校
の特別支援教育コーディネーターを対象とした。調査時
期は 2021 年 3 月 1 日 ~2021 年 3 月 19 日であった。

２ ．方法
　A 市小学校校長会で依頼した後、質問紙と調査依頼文、
返信用封筒について、郵便による送付と回収を行った。
調査依頼文にて、研究の目的及び倫理的配慮について説
明し、回収をもって同意を得たこととした。

３ ．質問内容
　質問内容は、回答者の属性に関する 5 項目、ガイドラ
インを参考に放デイとの情報共有の内容に関する 32 項

目、情報共有の方法などに関する項目 18 項目、今後の
希望に関する項目 3 項目で構成した。　
　回答は 2020 年度についてのものとし、「最も連携がと
れている放デイ（連携良好）」と「最も連携がとれてい
ない放デイ（連携非良好）」を想定してもらい、それぞ
れについて主に多肢選択式で回答するよう求めた。

４ ．結果と考察
（1）回収について
　回収は 24 件（回収率 36.9%）、有効回答数は 20 件（有
効回答率 30.8%）であった。

（2）放デイとの情報共有の内容
　放デイとの情報共有の内容に関する項目について、小
学校が放デイへ情報共有等を実施しているものを Table1
に示す。
　放デイとの情報共有について小学校のガイドライン
記載事項の実施状況は、「送迎時の対応の調整」が連携
良好・非良好の差がなく実施されている。それに対して、
連携良好・非良好の間で 20 ～ 30% の差がある項目とし
て「児童への活動時の配慮の情報交換」「保護者からの
同意を得る」「病気・事故等の緊急連絡体制の確立」「児
童への支援についての情報交換」があげられ、連携良好
の場合にはこれらの項目が半数以上で実施されている。
　小学校はガイドライン記載項目の半分以上の項目が
実施できていない。特に個別の教育支援計画や連絡帳な
どの要となるツールがほとんど利用されておらず、放デ
イを利用する児童一人ひとりの情報が提供されにくい
現状にあると考えられる。

（3）放デイとの情報共有の方法
　放デイとの情報共有の方法は、情報内容によってバラ
つきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、「送
迎時」が 2 番目に多い結果であった。この 2 つの方法が
突出して多く、一部で「電話」が使用されていた。その
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小学校が放デイへ情報共有等を実施しているものを
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放デイとの情報共有について小学校のガイドライ

Table1 小学校が実施している情報共有の内容 

 項目 

連携良好 
（N=14） 

連携非良好
（N=14） 

N(%) N(%) 

送迎時の対応の調整 10(71.4) 9(64.3) 

児童への活動時の配慮の情報交換 9(64.3)  4(28.6) 

保護者からの同意を得る 8(57.1) 5(35.7) 

送迎時の児童の送り出し 8(57.1) 7(50.0) 

病気・事故等の緊急連絡体制の確立 7(50.0) 4(28.6) 

児童への支援について情報交換 6(42.9) 2(14.3) 

児童の下校時刻の報告 5(35.7) 3(21.4) 

児童の1日の様子の情報交換 5(35.7) 3(21.4) 

休校・早退等の緊急連絡体制の確立 5(35.7) 3(21.4) 

年間計画・行事予定等の周知 2(14.3) 3(21.4) 

個別の教育支援計画の提供 2(14.3) 1(7.1) 

連絡会議等の主催 2(14.3) 1(7.1) 

児童の様子の引継ぎ内容の決定 1(7.1) 1(7.1) 

外部開催の連絡会議等への参加 1(7.1) 1(7.1) 

放デイとの連絡帳の作成・活用 1(7.1) 0(0.0) 

事業所訪問 0(0.0) 0(0.0) 

Table１　小学校が実施している情報共有の内容
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他の「連絡帳」「メール」「事業所への訪問」「連絡会議」「プ
リント」「ホームページ」については、ほとんど使用さ
れていなかった。
①保護者を通した情報共有
　情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通し
て」提供されている情報の内容を Table2 に示す。

　これらの結果から「保護者を通して」実施している
情報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。
しかし、「児童への支援」「活動時の配慮」「児童の 1 日
の様子」についてはやや低く、「保護者を通して」の実
施だけでは限界があると考えられる。
②送迎時の情報共有
　情報共有の方法として、2 番目に多かった「送迎時」
に情報提供されている情報の内容を Table3 に示す。

　この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を通
して」ではやや低かった「児童の 1 日の様子」「活動時
の配慮」「児童への支援」が上位項目となった。しかし、
これらの項目は連携良好・非良好の間で 20~30% の差
があることが分かる。
③電話の情報共有
　情報共有の方法として、一部で使用されている「電話」
で提供されている情報の内容を Table4 に示す。

　これまでの結果から小学校から放デイへの情報提供
等は「保護者を通して」実施することを基本として、限
界のある情報内容については「送迎時」を活用して実施
されている。突出した 2 つの方法以外に、一部の小学校
では、「休校、早退時」や「病気、事故等」の緊急の連
絡を電話で実施されている。また、緊急時の連絡に関し
ては、送迎時よりも電話を使うことが高い割合にある。

（4）今後の希望
　小学校の今後の情報共有の希望について Table5 に示
す。
　小学校の放デイとの情報共有にあたっての今後の希
望では、「児童の 1 日の様子」は送迎時等の対面・短時
間が最も多く、「児童への支援」や「活動時の配慮」は
連絡会議等の対面・長時間が最も多い結果であった。電
話や連絡帳等の非対面での情報共有については、最も高
いもので 7 人（35.0%）、事業所 1 箇所あたりの平均回
答数は 1.6 個であまり希望されていない。
　「児童の 1 日の様子」の送迎時の情報提供等は Table3
より連携良好・非良好の間で差がある。今後、連携非良
好な放デイとも送迎時等を活用した対面・短時間での情
報共有が求められる。「児童への支援」「活動時の配慮」
は、Table1 より現状ほとんど実施できていない。今後、
通常学級においても連絡会議等の対面・長時間の情報共
有の機会の必要性が感じられている。非対面での情報共
有については、Table1 より個別の教育支援計画や連絡帳
といったツールが活用されていないため、希望が低いと
考えられる。しかし、一部の小学校で緊急の連絡の際に
電話が活用されていることや通常学級には下校時の送
り出しが困難といった意見があげられているため、対面
せずに情報共有が実施できるツールは今後活用すべき
方法だと考えられる。

Ⅲ　研究 ２：放課後等デイサービス調査
１．調査対象と調査時期
　研究 1 の小学校の学区内の「2020 年度障害福祉サー
ビス等事業者・障害福祉施設等一覧」に記載のある放デ
イ 91 箇所の管理者もしくは設置者を対象とした。調査
時期は 2021 年 3 月 8 日 ~2021 年 3 月 26 日であった。

ン記載事項の実施状況は、「送迎時の対応の調整」が連

携良好・非良好の差がなく実施されている。それに対

して、連携良好・非良好の間で 20～30%の差がある項

目として「児童への活動時の配慮の情報交換」「保護者

からの同意を得る」「病気・事故等の緊急連絡体制の確

立」「児童への支援についての情報交換」があげられ、

連携良好の場合にはこれらの項目が半数以上で実施

されている。 

 小学校はガイドライン記載項目の半分以上の項目

が実施できていない。特に個別の教育支援計画や連絡

帳などの要となるツールがほとんど利用されておら

ず、放デイを利用する児童一人ひとりの情報が提供さ

れにくい現状にあると考えられる。 

 

（3）放デイとの情報共有の方法 

 放デイとの情報共有の方法は、情報内容によってバ

ラつきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、

「送迎時」が2番目に多い結果であった。この2つの

方法が突出して多く、一部で「電話」が使用されてい

た。その他の「連絡帳」「メール」「事業所への訪問」

「連絡会議」「プリント」「ホームページ」については、

ほとんど使用されていなかった。 

①保護者を通した情報共有 

 情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通

して」提供されている情報の内容をTable2 に示す。 

 

Table2 小学校の保護者を通した情報提供等の内容 

（複数回答） 

情報内容 
連携良好
（N=14） 
N (%) 

連携非良好 
（N=14） 
N (%) 

年間行事・行事予定 14(100.0) 14(100.0) 

下校時刻 14(100.0) 14(100.0) 

休校・早退等 12(85.7) 14(100.0) 

病気・事故等 11(78.6) 11(78.6) 

児童への支援 10(71.4) 10(71.4) 

児童への活動時の配

慮 
9(64.3) 10(71.4) 

児童の1日の様子 6(42.9) 7(50.0) 

 

 これらの結果から「保護者を通して」実施している

情報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。

しかし、「児童への支援」「活動時の配慮」「児童の1日

の様子」についてはやや低く、「保護者を通して」の実

施だけでは限界があると考えられる。 

②送迎時の情報共有 

 情報共有の方法として、2番目に多かった「送迎時」

に情報提供されている情報の内容をTable3 に示す。 

 

 この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を

通して」ではやや低かった「児童の1日の様子」「活動

時の配慮」「児童への支援」が上位項目となった。しか

し、これらの項目は連携良好・非良好の間で 20∼30%の

差があることが分かる。 

③電話の情報共有 

 情報共有の方法として、一部で使用されている「電

話」で提供されている情報の内容をTable4 に示す。 

 

Table4  小学校の電話での情報提供等の内容 

（複数回答あり） 

情報内容 

連携良好

（N=14） 

連携非良好

（N=14） 

N（％） N（％） 

休校、早退等 4(28.6) 3(21.4) 

病気、事故等 3(21.4) 3(21.4) 

年間行事・行事予定等 1(7.1) 0(0.0) 

下校時刻 1(7.1) 0(0.0) 

児童の1日の様子 0(0.0) 0(0.0) 

児童への活動時の配慮 0(0.0) 1(7.1) 

児童への支援 0(0.0) 1(7.1) 

 

 これまでの結果から小学校から放デイへの情報提

供等は「保護者を通して」実施することを基本として、

限界のある情報内容については「送迎時」を活用して

実施されている。突出した2つの方法以外に、一部の

小学校では、「休校、早退時」や「病気、事故等」の緊

急の連絡を電話で実施されている。また、緊急時の連

絡に関しては、送迎時よりも電話を使うことが高い割

合にある。 

 

（4）今後の希望 

 小学校の今後の情報共有の希望について Table5 に

示す。 

Table3 小学校の送迎時の情報提供等の内容 

（複数回答あり） 

情報内容 

連携良好

（N=14） 

N(%) 

連携非良好

（N=14） 

N(%) 

児童の1日の様子 10(74.1) 6(42.9) 

児童への活動時の配慮 8(57.1) 5(35.7) 

児童への支援 7(50.0) 3(21.4) 

下校時刻 5(35.7) 4(28.6) 

年間行事・行事予定等 4(28.6) 1(7.1) 

病気・事故等 4(28.6) 1(7.1) 

休校・早退等 1(7.1) 1(7.1) 

Table２　小学校の保護者を通した情報提供等の内容
� （複数回答）

ン記載事項の実施状況は、「送迎時の対応の調整」が連

携良好・非良好の差がなく実施されている。それに対

して、連携良好・非良好の間で 20～30%の差がある項

目として「児童への活動時の配慮の情報交換」「保護者

からの同意を得る」「病気・事故等の緊急連絡体制の確

立」「児童への支援についての情報交換」があげられ、

連携良好の場合にはこれらの項目が半数以上で実施

されている。 

 小学校はガイドライン記載項目の半分以上の項目

が実施できていない。特に個別の教育支援計画や連絡

帳などの要となるツールがほとんど利用されておら

ず、放デイを利用する児童一人ひとりの情報が提供さ

れにくい現状にあると考えられる。 

 

（3）放デイとの情報共有の方法 

 放デイとの情報共有の方法は、情報内容によってバ

ラつきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、

「送迎時」が2番目に多い結果であった。この2つの

方法が突出して多く、一部で「電話」が使用されてい

た。その他の「連絡帳」「メール」「事業所への訪問」

「連絡会議」「プリント」「ホームページ」については、

ほとんど使用されていなかった。 

①保護者を通した情報共有 

 情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通

して」提供されている情報の内容をTable2 に示す。 

 

Table2 小学校の保護者を通した情報提供等の内容 

（複数回答） 

情報内容 
連携良好
（N=14） 
N (%) 

連携非良好 
（N=14） 
N (%) 

年間行事・行事予定 14(100.0) 14(100.0) 

下校時刻 14(100.0) 14(100.0) 

休校・早退等 12(85.7) 14(100.0) 

病気・事故等 11(78.6) 11(78.6) 

児童への支援 10(71.4) 10(71.4) 

児童への活動時の配

慮 
9(64.3) 10(71.4) 

児童の1日の様子 6(42.9) 7(50.0) 

 

 これらの結果から「保護者を通して」実施している

情報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。

しかし、「児童への支援」「活動時の配慮」「児童の1日

の様子」についてはやや低く、「保護者を通して」の実

施だけでは限界があると考えられる。 

②送迎時の情報共有 

 情報共有の方法として、2番目に多かった「送迎時」

に情報提供されている情報の内容をTable3 に示す。 

 

 この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を

通して」ではやや低かった「児童の1日の様子」「活動

時の配慮」「児童への支援」が上位項目となった。しか

し、これらの項目は連携良好・非良好の間で 20∼30%の

差があることが分かる。 

③電話の情報共有 

 情報共有の方法として、一部で使用されている「電

話」で提供されている情報の内容をTable4 に示す。 

 

Table4  小学校の電話での情報提供等の内容 

（複数回答あり） 

情報内容 

連携良好

（N=14） 

連携非良好

（N=14） 

N（％） N（％） 

休校、早退等 4(28.6) 3(21.4) 

病気、事故等 3(21.4) 3(21.4) 

年間行事・行事予定等 1(7.1) 0(0.0) 

下校時刻 1(7.1) 0(0.0) 

児童の1日の様子 0(0.0) 0(0.0) 

児童への活動時の配慮 0(0.0) 1(7.1) 

児童への支援 0(0.0) 1(7.1) 

 

 これまでの結果から小学校から放デイへの情報提

供等は「保護者を通して」実施することを基本として、

限界のある情報内容については「送迎時」を活用して

実施されている。突出した2つの方法以外に、一部の

小学校では、「休校、早退時」や「病気、事故等」の緊

急の連絡を電話で実施されている。また、緊急時の連

絡に関しては、送迎時よりも電話を使うことが高い割

合にある。 

 

（4）今後の希望 

 小学校の今後の情報共有の希望について Table5 に

示す。 

Table3 小学校の送迎時の情報提供等の内容 

（複数回答あり） 

情報内容 

連携良好

（N=14） 

N(%) 

連携非良好

（N=14） 

N(%) 

児童の1日の様子 10(74.1) 6(42.9) 

児童への活動時の配慮 8(57.1) 5(35.7) 

児童への支援 7(50.0) 3(21.4) 

下校時刻 5(35.7) 4(28.6) 

年間行事・行事予定等 4(28.6) 1(7.1) 

病気・事故等 4(28.6) 1(7.1) 

休校・早退等 1(7.1) 1(7.1) 

Table４　小学校の電話での情報提供等の内容
� （複数回答あり）

ン記載事項の実施状況は、「送迎時の対応の調整」が連

携良好・非良好の差がなく実施されている。それに対

して、連携良好・非良好の間で 20～30%の差がある項

目として「児童への活動時の配慮の情報交換」「保護者

からの同意を得る」「病気・事故等の緊急連絡体制の確

立」「児童への支援についての情報交換」があげられ、

連携良好の場合にはこれらの項目が半数以上で実施

されている。 

 小学校はガイドライン記載項目の半分以上の項目

が実施できていない。特に個別の教育支援計画や連絡

帳などの要となるツールがほとんど利用されておら

ず、放デイを利用する児童一人ひとりの情報が提供さ

れにくい現状にあると考えられる。 

 

（3）放デイとの情報共有の方法 

 放デイとの情報共有の方法は、情報内容によってバ

ラつきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、

「送迎時」が2番目に多い結果であった。この2つの

方法が突出して多く、一部で「電話」が使用されてい

た。その他の「連絡帳」「メール」「事業所への訪問」

「連絡会議」「プリント」「ホームページ」については、

ほとんど使用されていなかった。 

①保護者を通した情報共有 

 情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通

して」提供されている情報の内容をTable2 に示す。 

 

Table2 小学校の保護者を通した情報提供等の内容 

（複数回答） 

情報内容 
連携良好
（N=14） 
N (%) 

連携非良好 
（N=14） 
N (%) 

年間行事・行事予定 14(100.0) 14(100.0) 

下校時刻 14(100.0) 14(100.0) 

休校・早退等 12(85.7) 14(100.0) 

病気・事故等 11(78.6) 11(78.6) 

児童への支援 10(71.4) 10(71.4) 

児童への活動時の配

慮 
9(64.3) 10(71.4) 

児童の1日の様子 6(42.9) 7(50.0) 

 

 これらの結果から「保護者を通して」実施している

情報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。

しかし、「児童への支援」「活動時の配慮」「児童の1日

の様子」についてはやや低く、「保護者を通して」の実

施だけでは限界があると考えられる。 

②送迎時の情報共有 

 情報共有の方法として、2番目に多かった「送迎時」

に情報提供されている情報の内容をTable3 に示す。 

 

 この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を

通して」ではやや低かった「児童の1日の様子」「活動

時の配慮」「児童への支援」が上位項目となった。しか

し、これらの項目は連携良好・非良好の間で 20∼30%の

差があることが分かる。 

③電話の情報共有 

 情報共有の方法として、一部で使用されている「電

話」で提供されている情報の内容をTable4 に示す。 

 

Table4  小学校の電話での情報提供等の内容 

（複数回答あり） 

情報内容 

連携良好

（N=14） 

連携非良好

（N=14） 

N（％） N（％） 

休校、早退等 4(28.6) 3(21.4) 

病気、事故等 3(21.4) 3(21.4) 

年間行事・行事予定等 1(7.1) 0(0.0) 

下校時刻 1(7.1) 0(0.0) 

児童の1日の様子 0(0.0) 0(0.0) 

児童への活動時の配慮 0(0.0) 1(7.1) 

児童への支援 0(0.0) 1(7.1) 

 

 これまでの結果から小学校から放デイへの情報提

供等は「保護者を通して」実施することを基本として、

限界のある情報内容については「送迎時」を活用して

実施されている。突出した2つの方法以外に、一部の

小学校では、「休校、早退時」や「病気、事故等」の緊

急の連絡を電話で実施されている。また、緊急時の連

絡に関しては、送迎時よりも電話を使うことが高い割

合にある。 

 

（4）今後の希望 

 小学校の今後の情報共有の希望について Table5 に

示す。 

Table3 小学校の送迎時の情報提供等の内容 

（複数回答あり） 

情報内容 

連携良好

（N=14） 

N(%) 

連携非良好

（N=14） 

N(%) 

児童の1日の様子 10(74.1) 6(42.9) 

児童への活動時の配慮 8(57.1) 5(35.7) 

児童への支援 7(50.0) 3(21.4) 

下校時刻 5(35.7) 4(28.6) 

年間行事・行事予定等 4(28.6) 1(7.1) 

病気・事故等 4(28.6) 1(7.1) 

休校・早退等 1(7.1) 1(7.1) 

Table３　小学校の送迎時の情報提供等の内容
� （複数回答あり）
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２ ．方法
　質問紙と調査依頼文、返信用封筒について郵便による
送付と回収を行った。調査依頼文にて、研究の目的及び
倫理的配慮について説明し、回収をもって同意を得たこ
ととした。

３ ．質問内容
　質問内容は、回答者の属性に関する 3 項目、ガイド
ラインを参考に小学校通常学級との情報共有の内容に
関する 34 項目、情報共有の方法などに関する 18 項目、
今後の希望に関する 3 項目で構成した。
　回答は 2020 年度についてのものとし、「最も連携がと
れている小学校（連携良好）」と「最も連携がとれてい
ない小学校（連携非良好）」を想定して、主に多肢選択
式で回答するよう求めた。

４ ．結果と考察
（1）回収について
　回答数は 27 件（回収率 29.6%）、有効回答数は 16 件（有
効回答率 17.6%）であった。

（2）小学校との情報共有の内容
　小学校との情報共有の内容に関する項目について、放
デイが小学校へ情報共有等を実施しているものを Table6
に示す。
　放デイが小学校との情報共有において「保護者の同意
を得ること」「送迎時の対応の調整」「児童の活動時の配
慮」は連携良好・非良好関係なく 50% 以上で実施して
いる。また、「児童への活動時の配慮の情報交換」は連
携良好な場合には 75% 以上が実施しているが、連携非
良好な場合は 31.3% と連携良好・非良好の間で差があっ

Table5　小学校が希望する情報共有の内容と方法（上位 ３項目まで）

 小学校の放デイとの情報共有にあたっての今後の

希望では、「児童の1日の様子」は送迎時等の対面・短

時間が最も多く、「児童への支援」や「活動時の配慮」

は連絡会議等の対面・長時間が最も多い結果であった。

電話や連絡帳等の非対面での情報共有については、最

も高いもので7人（35.0%）、事業所1箇所あたりの平

均回答数は1.6個であまり希望されていない。 

 「児童の1日の様子」の送迎時の情報提供等はTable3

より連携良好・非良好の間で差がある。今後、連携非

良好な放デイとも送迎時等を活用した対面・短時間で

の情報共有が求められる。「児童への支援」「活動時の

配慮」は、Table1 より現状ほとんど実施できていない。

今後、通常学級においても連絡会議等の対面・長時間

の情報共有の機会の必要性が感じられている。非対面

での情報共有については、Table1 より個別の教育支援

計画や連絡帳といったツールが活用されていないた

め、希望が低いと考えられる。しかし、一部の小学校

で緊急の連絡の際に電話が活用されていることや通

常学級には下校時の送り出しが困難といった意見が

あげられているため、対面せずに情報共有が実施でき

るツールは今後活用すべき方法だと考えられる。 

 

ⅢⅢ  研研究究 22：：放放課課後後等等デデイイササーービビスス調調査査  

1. 調査対象と調査時期 

 研究 1の小学校の学区内の「2020年度障害福祉サー

ビス等事業者・障害福祉施設等一覧」に記載のある放

デイ 91 箇所の管理者もしくは設置者を対象とした。

調査時期は 2021 年 3月 8日∼2021 年 3月 26 日であっ

た。 

 

2. 方法 

 質問紙と調査依頼文、返信用封筒について郵便によ

る送付と回収を行った。調査依頼文にて、研究の目的

及び倫理的配慮について説明し、回収をもって同意を

得たこととした。 

 

3. 質問内容 

 質問内容は、回答者の属性に関する3項目、ガイド

ラインを参考に小学校通常学級との情報共有の内容

に関する34項目、情報共有の方法などに関する18項

目、今後の希望に関する3項目で構成した。 

 回答は 2020 年度についてのものとし、「最も連携が

とれている小学校（連携良好）」と「最も連携がとれて

いない小学校（連携非良好）」を想定して、主に多肢選

択式で回答するよう求めた。 

 

4. 結果と考察 

（1）回収について 

 回答数は 27件（回収率29.6%）、有効回答数は16件

（有効回答率 17.6%）であった。 

 

（2）小学校との情報共有の内容 

 小学校との情報共有の内容に関する項目について、

放デイが小学校へ情報共有等を実施しているものを

Table6 に示す。 

 放デイが小学校との情報共有において「保護者の

同意を得ること」「送迎時野対応の調整」「児童の活

動時の配慮」は連携良好・非良好関係なく50%以上で

実施している。また、「児童への活動時の配慮の情報

交換」は連携良好な場合には75%以上が実施している

が、連携非良好な場合は31.3%と連携良好・非良好の

間で差があった。 

 放デイはガイドライン記載項目の半分以上の項目

が実施できていない現状であることがわかる。特に

個別支援計画の活用や小学校との連絡帳の作成・活

用の実施はほとんどなく、情報共有において要とな

るツールが活用されていないことがわかる。 

 

Table5 小学校が希望する情報共有の内容と方法（上位3項目まで） 

情報内容 
対面・短時間（N＝20） 対面・長時間（N=20） 非対面（N=20) 

N（％） N（％） N（％） 

児童の1日の様子 13(65.0) 3(15.0) 2(10.0) 

下校時刻 8(40.0) 2(10.0) 7(35.0) 

病気、事故等の連絡 6(30.0) 1(5.0) 3(15.0) 

児童への支援 6(30.0) 12(60.0) 4(20.0) 

送迎時の対応 3(15.0) 2(10.0) 3(15.0) 

年間行事・行事予定 2(10.0) 2(10.0) 6(30.0) 

児童への活動時の配慮 2(10.0) 10(50.0) 2(10.0) 

休校、早退等の連絡 1(5.0) 1(5.0) 5(25.0) 

Table6　放デイが実施している情報共有の内容

（3）小学校との情報共有の方法 

小学校との情報共有の方法は、情報内容によってバ

ラつきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、

「送迎時」が2番目に多い結果であった。この2つの

方法が突出して多く、一部で「電話」と「プリント」

が使用されていた。その他の「連絡帳」「メール」「事

業所への訪問」「連絡会議」「ホームページ」について

は、ほとんど使用されていなかった。 

①保護者を通した情報共有 

 情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通

して」提供されている情報の内容をTable7 に示す。 

これらの結果から「保護者を通して」実施している

情報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。

しかし、「児童の 1 日の様子」についてはやや低く、

「保護者を通して」の実施だけでは限界があると考え

られる。 

②送迎時の情報共有 

 情報共有の方法として、2番目に多かった「送迎時」

に情報提供されている情報の内容をTable8 に示す。 

この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を

通して」ではやや低かった「児童の1日の様子」が上

位項目となった。しかし、この項目は連携良好・非良

好の間で18.7%の差が認められる。 

③電話、プリントでの情報共有 

 情報共有の方法として、一部で使用されている「電

話」「プリント」で提供されている情報の内容をTable9

Table6 放デイが実施している情報共有の内容 

 連携良好

（N=16） 

連携非良好 

（N＝16) 

項目 N(%) N(%) 

保護者からの同意 14(87.5) 13（81.3） 

送迎時の対応の調整 13(81.3) 11(68.8) 

児童の 1日の様子の情報交換 12(75.0) 5(31.3) 

児童への活動時の配慮の情報交換 12(75.0) 9(56.3) 

児童への支援についての情報交換 9(56.3) 7(43.8) 

小学校訪問（学校行事等） 7(43.8) 1(6.3) 

利用日の周知 6(37.5) 5(31.3) 

病気・事故等の緊急連絡体制の確立 6(37.5) 5(31.3) 

警報時等の緊急連絡体制の確立 6(37.5) 4(25.0) 

小学校訪問（学校行事等以外） 5(31.3) 4(25.0) 

外部開催の連絡会議等への参加 5(31.5) 1(6.3) 

児童の様子の引継ぎ内容の決定 2(12.5) 2(12.5) 

連絡会議等の主催 2(12.5) 1(6.3) 

年間計画・行事予定等の周知 1(6.3) 0(0.0) 

小学校との連絡帳の作成・活用 1(6.3) 1(6.3) 

個別支援計画の提供 0(0.0) 0(0.0) 

障害児支援利用計画の提供 0(0.0) 0(0.0) 

Table7 放デイの保護者を通した情報提供等の内容（複数回答） 

情報内容 
連携良好（N＝16) 連携非良好（N=16） 

N(%) N(%) 

児童への支援 14(87.5) 15(93.8) 

送迎時刻 14(87.5) 13(81.3) 

病気、事故等 13(81.3) 14(87.5) 

年間行事・行事予定等 13(81.3) 11(68.8) 

警報時等の対応 12(75.0) 16(100.0) 

児童への活動時の配慮 12(75.0) 12(75.0) 

児童の1日の様子 11(68.8) 11(68.8) 
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た。
　放デイはガイドライン記載項目の半分以上の項目が
実施できていない現状であることがわかる。特に個別支
援計画の活用や小学校との連絡帳の作成・活用の実施は
ほとんどなく、情報共有において要となるツールが活用
されていないことがわかる。

（3）小学校との情報共有の方法
　小学校との情報共有の方法は、情報内容によってバラ
つきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、「送
迎時」が 2 番目に多い結果であった。この 2 つの方法が
突出して多く、一部で「電話」と「プリント」が使用さ
れていた。その他の「連絡帳」「メール」「事業所への訪問」

「連絡会議」「ホームページ」については、ほとんど使用
されていなかった。
①保護者を通した情報共有

　情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通し
て」提供されている情報の内容を Table7 に示す。
　これらの結果から「保護者を通して」実施している情
報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。し
かし、「児童の 1 日の様子」についてはやや低く、「保護
者を通して」の実施だけでは限界があると考えられる。
②送迎時の情報共有
　情報共有の方法として、2 番目に多かった「送迎時」
に情報提供されている情報の内容を Table8 に示す。
　この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を通
して」ではやや低かった「児童の 1 日の様子」が上位項
目となった。しかし、この項目は連携良好・非良好の間
で 18.7% の差が認められる。
③電話、プリントでの情報共有
　情報共有の方法として、一部で使用されている「電話」

「プリント」で提供されている情報の内容を Table9 に示

Table8　放デイの送迎時の情報提供等の内容（複数回答）

に示す。 

これまでの結果から放デイから小学校の情報提供

等は「保護者を通して」実施することを基本として、

限界のある情報内容については「送迎時」を活用して

実施されている。突出した2つの方法以外に、一部の

放デイでは、連携良好な場合に「送迎時刻」「児童の1

日の様子」「児童への支援」を電話で、「行事予定等」

をプリントで情報提供等を実施している。 

 

（4）今後の希望 

 放デイの小学校通常学級との今後の情報共有の希

望についてTable10 に示す。 

 送迎時等の短時間・対面で希望している情報で最も

高かったのは「児童の1日の様子」（68.8%）であった。

加えて、「児童への活動時の配慮等」「下校時刻」も半

数が超えている。しかし、「児童への活動時の配慮」は

連絡会議等の対面・長時間、「下校時刻」は非対面の希

望の方が多い。その他にも「児童への支援」は対面・

長時間で、「年間行事・行事予定」は非対面で半数以上

の希望がある。 

 現在、連携良好・非良好の場合で差が見られるため、

連携非良好な場合においても「児童の1日の様子」を

共有していくことは必要であると考えられる。また。

通常学級ではほとんど行われていない連絡会議等や

電話やプリントといった非対面での取り組みも必要

と感じられていることが分かる。 

 

ⅣⅣ  小小学学校校とと放放課課後後等等デデイイササーービビススのの結結果果比比較較  

1． 保護者の同意について 

 Table1 と Table6 から小学校と放デイでは、情報共

有の前段階で必要となる「保護者から同意を得ている」

割合が大きく異なった。放デイでは連携良好・非良好

に関わらず 80％以上で個人情報の提供等について保

護者の同意を得ているのに対し、小学校では連携が良

好な場合でも57.1％と放デイと比べて低く、保護者の

同意があまり得られていないことが分かる。 

理由として、放デイは他の福祉施設同様に個人情報

の提供については利用契約の際に包括的同意を得て

いることが多い。対して小学校では個別に保護者から

の同意を得ているため割合が低いと考えられる。 

個人情報は保護と同時に活用をすることが、個人情

報保護法の趣旨である。小学校も、個人情報の取り扱

いに関して保護だけでなく、法律の趣旨に則って活用

を工夫していくことが求められる。放デイとのスムー

スな連携を図るためも、小学校も事前に保護者の同意

を得ておくなどの方策を検討することが求められる。 

 

2． 情報共有の方法 

（1）保護者を通した情報共有 

保護者を通した情報提供等について Table2 と

Table8 放デイの送迎時の情報提供等の内容（複数回答） 

情報内容 
連携良好（N=16） 連携非良好（N=16） 

N（％） N(%) 

児童の 1日の様子 10(62.5) 7(43.8) 

児童への活動時の配慮 10(62.5) 6(37.5) 

児童への支援 9(56.3) 6(37.5) 

送迎時刻 8(50.0) 4(25.0) 

年間行事・行事予定等 7(43.8) 5(31.3） 

病気、事故等 6(37.5) 4(25.0) 

警報時等の対応 1(6.3） 1(6.3） 

Table9 放デイの電話・プリントの情報提供等の内容（複数回答） 

情報内容 

電話 プリント 

連携良好（N=16） 連携非良好（N=16） 連携良好（N=16） 連携非良好（N=16） 

N（％） N(%) N（％） N(%) 

送迎時刻 5(31.3) 4(25.0) 2(12.5) 1(6.3) 

児童の1日の様子 4(25.0) 1(6.3) 0(0.0) 1(6.3) 

児童への支援 4(25.0) 3(18.8) 1(6.3) 0(0.0) 

病気、事故等 3(18.8) 3(18.8) 1(6.3) 0(0.0) 

児童への活動時の配慮 3(18.8) 2(12.5) 1(6.3) 1(6.3) 

警報時等の対応 3(18.8) 2(12.5) 1(6.3) 0(0.0) 

年間行事・行事予定等 3(18.8) 1(6.3） 4(25.0) 1(6.3) 

Table９　放デイの電話・プリントの情報提供等の内容（複数回答）

Table7　放デイの保護者を通した情報提供等の内容（複数回答）

（3）小学校との情報共有の方法 

小学校との情報共有の方法は、情報内容によってバ

ラつきがあるものの「保護者を通して」が最も多く、

「送迎時」が2番目に多い結果であった。この2つの

方法が突出して多く、一部で「電話」と「プリント」

が使用されていた。その他の「連絡帳」「メール」「事

業所への訪問」「連絡会議」「ホームページ」について

は、ほとんど使用されていなかった。 

①保護者を通した情報共有 

 情報共有の方法として、最も多かった「保護者を通

して」提供されている情報の内容をTable7 に示す。 

これらの結果から「保護者を通して」実施している

情報提供等は、連携良好・非良好による差はなかった。

しかし、「児童の 1 日の様子」についてはやや低く、

「保護者を通して」の実施だけでは限界があると考え

られる。 

②送迎時の情報共有 

 情報共有の方法として、2番目に多かった「送迎時」

に情報提供されている情報の内容をTable8 に示す。 

この結果から、送迎時の情報提供等では「保護者を

通して」ではやや低かった「児童の1日の様子」が上

位項目となった。しかし、この項目は連携良好・非良

好の間で18.7%の差が認められる。 

③電話、プリントでの情報共有 

 情報共有の方法として、一部で使用されている「電

話」「プリント」で提供されている情報の内容をTable9

Table6 放デイが実施している情報共有の内容 

 連携良好

（N=16） 

連携非良好 

（N＝16) 

項目 N(%) N(%) 

保護者からの同意 14(87.5) 13（81.3） 

送迎時の対応の調整 13(81.3) 11(68.8) 

児童の 1日の様子の情報交換 12(75.0) 5(31.3) 

児童への活動時の配慮の情報交換 12(75.0) 9(56.3) 

児童への支援についての情報交換 9(56.3) 7(43.8) 

小学校訪問（学校行事等） 7(43.8) 1(6.3) 

利用日の周知 6(37.5) 5(31.3) 

病気・事故等の緊急連絡体制の確立 6(37.5) 5(31.3) 

警報時等の緊急連絡体制の確立 6(37.5) 4(25.0) 

小学校訪問（学校行事等以外） 5(31.3) 4(25.0) 

外部開催の連絡会議等への参加 5(31.5) 1(6.3) 

児童の様子の引継ぎ内容の決定 2(12.5) 2(12.5) 

連絡会議等の主催 2(12.5) 1(6.3) 

年間計画・行事予定等の周知 1(6.3) 0(0.0) 

小学校との連絡帳の作成・活用 1(6.3) 1(6.3) 

個別支援計画の提供 0(0.0) 0(0.0) 

障害児支援利用計画の提供 0(0.0) 0(0.0) 

Table7 放デイの保護者を通した情報提供等の内容（複数回答） 

情報内容 
連携良好（N＝16) 連携非良好（N=16） 

N(%) N(%) 

児童への支援 14(87.5) 15(93.8) 

送迎時刻 14(87.5) 13(81.3) 

病気、事故等 13(81.3) 14(87.5) 

年間行事・行事予定等 13(81.3) 11(68.8) 

警報時等の対応 12(75.0) 16(100.0) 

児童への活動時の配慮 12(75.0) 12(75.0) 

児童の1日の様子 11(68.8) 11(68.8) 

に示す。 

これまでの結果から放デイから小学校の情報提供

等は「保護者を通して」実施することを基本として、

限界のある情報内容については「送迎時」を活用して

実施されている。突出した2つの方法以外に、一部の

放デイでは、連携良好な場合に「送迎時刻」「児童の1

日の様子」「児童への支援」を電話で、「行事予定等」

をプリントで情報提供等を実施している。 

 

（4）今後の希望 

 放デイの小学校通常学級との今後の情報共有の希

望についてTable10 に示す。 

 送迎時等の短時間・対面で希望している情報で最も

高かったのは「児童の1日の様子」（68.8%）であった。

加えて、「児童への活動時の配慮等」「下校時刻」も半

数が超えている。しかし、「児童への活動時の配慮」は

連絡会議等の対面・長時間、「下校時刻」は非対面の希

望の方が多い。その他にも「児童への支援」は対面・

長時間で、「年間行事・行事予定」は非対面で半数以上

の希望がある。 

 現在、連携良好・非良好の場合で差が見られるため、

連携非良好な場合においても「児童の1日の様子」を

共有していくことは必要であると考えられる。また。

通常学級ではほとんど行われていない連絡会議等や

電話やプリントといった非対面での取り組みも必要

と感じられていることが分かる。 

 

ⅣⅣ  小小学学校校とと放放課課後後等等デデイイササーービビススのの結結果果比比較較  

1． 保護者の同意について 

 Table1 と Table6 から小学校と放デイでは、情報共

有の前段階で必要となる「保護者から同意を得ている」

割合が大きく異なった。放デイでは連携良好・非良好

に関わらず 80％以上で個人情報の提供等について保

護者の同意を得ているのに対し、小学校では連携が良

好な場合でも57.1％と放デイと比べて低く、保護者の

同意があまり得られていないことが分かる。 

理由として、放デイは他の福祉施設同様に個人情報

の提供については利用契約の際に包括的同意を得て

いることが多い。対して小学校では個別に保護者から

の同意を得ているため割合が低いと考えられる。 

個人情報は保護と同時に活用をすることが、個人情

報保護法の趣旨である。小学校も、個人情報の取り扱

いに関して保護だけでなく、法律の趣旨に則って活用

を工夫していくことが求められる。放デイとのスムー

スな連携を図るためも、小学校も事前に保護者の同意

を得ておくなどの方策を検討することが求められる。 

 

2． 情報共有の方法 

（1）保護者を通した情報共有 

保護者を通した情報提供等について Table2 と

Table8 放デイの送迎時の情報提供等の内容（複数回答） 

情報内容 
連携良好（N=16） 連携非良好（N=16） 

N（％） N(%) 

児童の 1日の様子 10(62.5) 7(43.8) 

児童への活動時の配慮 10(62.5) 6(37.5) 

児童への支援 9(56.3) 6(37.5) 

送迎時刻 8(50.0) 4(25.0) 

年間行事・行事予定等 7(43.8) 5(31.3） 

病気、事故等 6(37.5) 4(25.0) 

警報時等の対応 1(6.3） 1(6.3） 

Table9 放デイの電話・プリントの情報提供等の内容（複数回答） 

情報内容 

電話 プリント 

連携良好（N=16） 連携非良好（N=16） 連携良好（N=16） 連携非良好（N=16） 

N（％） N(%) N（％） N(%) 

送迎時刻 5(31.3) 4(25.0) 2(12.5) 1(6.3) 

児童の1日の様子 4(25.0) 1(6.3) 0(0.0) 1(6.3) 

児童への支援 4(25.0) 3(18.8) 1(6.3) 0(0.0) 

病気、事故等 3(18.8) 3(18.8) 1(6.3) 0(0.0) 

児童への活動時の配慮 3(18.8) 2(12.5) 1(6.3) 1(6.3) 

警報時等の対応 3(18.8) 2(12.5) 1(6.3) 0(0.0) 

年間行事・行事予定等 3(18.8) 1(6.3） 4(25.0) 1(6.3) 
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す。
　これまでの結果から放デイから小学校の情報提供等
は「保護者を通して」実施することを基本として、限界
のある情報内容については「送迎時」を活用して実施さ
れている。突出した 2 つの方法以外に、一部の放デイで
は、連携良好な場合に「送迎時刻」「児童の 1 日の様子」「児
童への支援」を電話で、「行事予定等」をプリントで情
報提供等を実施している。

（4）今後の希望
　放デイの小学校通常学級との今後の情報共有の希望
について Table10 に示す。
　送迎時等の短時間・対面で希望している情報で最も
高かったのは「児童の 1 日の様子」（68.8%）であった。
加えて、「児童への活動時の配慮等」「下校時刻」も半数
が超えている。しかし、「児童への活動時の配慮」は連
絡会議等の対面・長時間、「下校時刻」は非対面の希望
の方が多い。その他にも「児童への支援」は対面・長時
間で、「年間行事・行事予定」は非対面で半数以上の希
望がある。
　現在、連携良好・非良好の場合で差が見られるため、
連携非良好な場合においても「児童の 1 日の様子」を共
有していくことは必要であると考えられる。また。通常
学級ではほとんど行われていない連絡会議等や電話や
プリントといった非対面での取り組みも必要と感じら
れていることが分かる。

Ⅳ　小学校と放課後等デイサービスの結果比較
１．保護者の同意について
　Table1 と Table6 から小学校と放デイでは、情報共有
の前段階で必要となる「保護者から同意を得ている」割
合が大きく異なった。放デイでは連携良好・非良好に関
わらず 80％以上で個人情報の提供等について保護者の
同意を得ているのに対し、小学校では連携が良好な場合
でも 57.1％と放デイと比べて低く、保護者の同意があま
り得られていないことが分かる。
　理由として、放デイは他の福祉施設同様に個人情報の
提供については利用契約の際に包括的同意を得ている
ことが多い。対して小学校では個別に保護者からの同意

を得ているため割合が低いと考えられる。
　個人情報は保護と同時に活用をすることが、個人情報
保護法の趣旨である。小学校も、個人情報の取り扱いに
関して保護だけでなく、法律の趣旨に則って活用を工夫
していくことが求められる。放デイとのスムーズな連携
を図るためにも、小学校も事前に保護者の同意を得てお
くなどの方策を検討することが求められる。

２ ．情報共有の方法
（1）保護者を通した情報共有
　保護者を通した情報提供等について Table2 と Table7
より、「保護者を通して」実施している情報提供等は小
学校と放デイの間で差はなかった。しかし、小学校・放
デイ共通して「児童の 1 日の様子」が 7 割を下回り、や
や低いことが分かる。そのため、「保護者を通して」で
は「児童の 1 日の様子」の情報共有には限界があるよう
に見られる。

（2）送迎時の情報共有
　送迎時の情報提供等について Table3 と Table8 より、
小学校・放デイ共通して「保護者を通して」ではやや低
い割合であった項目が上位項目となり、「保護者を通し
て」と「送迎時」の２つの方法で情報共有が実施されて
いると言える。
　しかし、小学校・放デイ共通して上位項目となった情
報内容は連携良好・非良好で差があり、送迎時の情報共
有には小学校や放デイによる大きな差が存在している。

（3）非対面による情報共有
　非対面による情報共有ついて Table4 と Table9 より、
一部の小学校・放デイでは緊急連絡の際に「電話」が利
用されている。また、一部の放デイでは年間行事・行事
予定等が「プリント」で情報提供されている。
　全体的に非対面での情報共有は低調であるが、「電話」
については少ないながらも一部で利用されていること
が分かる。

（4）小学校の下校時の送り出しについて
　小学校と放デイの連携を良好にするためには「送迎
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Table10 放デイが希望する情報共有の内容と方法（上位3項目まで） 

情報内容 
対面・短時間（N＝16） 対面・長時間（N=16） 非対面（N=16) 

N（％） N（％） N（％） 

児童の1日の様子 11(68.8) 7(43.8) 5(31.3) 

活動時等の児童への配慮 8(50.0) 10(62.5) 2(12.5) 

下校時刻 8(50.0) 2(12.5) 10(62.5) 

児童への支援 6(37.5) 13(81.3) 3(18.8) 

病気、事故等の連絡 6(37.5) 3(18.8) 3(18.8) 

警報時等の対応の連絡 2(12.5) 0(0.0) 4(25.0) 

送迎時の対応 2(12.5) 2(12.5) 5(31.3) 

年間行事・行事予定 2(12.5) 5(31.3) 10(62.5) 
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時」の情報共有が重要となるが、そのためには小学校の
児童の送り出しが必要不可欠となる。Table1 で示したよ
うに、小学校の下校時の児童の送り出しは、連携良好な
場合でも 57.1％と半数近くは実施できていない。通常学
級においては児童の送り出しが困難という事情が指摘
されており、送り出しを一律に求めるには限界があると
考えられる。

（5）まとめ
　小学校・放デイ共通して各種情報提供等の方法とし
て、情報内容によってばらつきがあるものの「保護者を
通して」が最も多く、「送迎時」が 2 番目で多い結果と
なった。このことから、小学校と放デイの情報共有は

「保護者を通して」行うことを基本とするのが現実的で
あると考えらえる。しかし、「保護者を通して」では「児
童の 1 日の様子」「児童への活動時の配慮」「児童への支
援」について情報提供がやや少なく、それらは「送迎時」
に情報共有がなされていることが多いことが明らかに
なった。「保護者を通して」伝えきれない部分について
は、「送迎時」が情報提供には有効に機能することが考
えらえる。両者をうまく組み合わせていくことが求めら
れる。
　しかし、通常学級では「送迎時」に児童一人一人を
送り出すことが困難な状況で、半数近くは実施できて
いないことが明らかになった。そのため、「送迎時」の
情報共有を可能な限り実施していくようにする方が望
ましいが、それがどうしても困難な場合には非対面に
よる情報共有の方法を工夫していくことが求められる。
現在の所、非対面での情報共有の手段としては、利用
率は低いものの「電話」が最も多かったことから、もっ
とも現実的な方法であると考えらえる。
　一方で、ガイドラインであげられているツールである
小学校・放デイ間の連絡帳の作成・活用も取り組んでい
く必要があると考えられる。リアルタイムで即座に情報
を共有できる電話と時間的な余裕をもって活用できる
連絡帳を状況や情報内容によって使い分けていくこと
で、連携を良好にしていけると考えられる。

３ ．連絡会議等の実施
　「連絡会議等の主催」「外部主催の連絡会議等への参
加」の実施について Table1 と Table6 より、小学校・放
デイとも主催・参加が実施されていないが、Table5 と
Table10 より、連絡会議等の長時間・対面の機会では、「児
童への支援」「児童への活動時の配慮」について半数以
上の小学校・放デイが希望しているのが現状である。
　通常学級在籍児童の放デイ利用が増加していくと想
定されるため、必要に応じて連絡会議等の機会を設けて
いくことが望まれる。また、現状では実施できていない
連絡会議等の主催やそれへの参加が困難な場合にあっ
ては、個別の教育支援計画、個別支援計画や連絡帳の
ツールを十分に活用し、送迎時等の短時間 ･ 対面の機会
に直接やり取りすることが必要となってくる。

Ⅴ　総合考察
１．小学校通常学級と放デイの情報共有の現状
　本調査はガイドライン策定当初には想定されていな
かったが、今後増加すると考えられる通常学級在籍児童
を対象に調査を行った。今後通常学級に在籍する児童の
放デイ利用が増加すると想定され、放デイの車の発着が
重複することが考えられる中で、送迎時の対応の調整が
ほとんどの小学校・放デイで実施されており、事故等へ
の細心の注意がはかられ、児童の安全が確保されている
といえる。
　しかし、ガイドラインインに記載のある連携事項に
ついては半数以上が実施されていないことが明らかに
なった。特に情報共有を実施するにあたり、ガイドライ
ンに記載のある個別の教育支援計画・個別支援計画や連
絡帳といった要となるツールの活用や連絡会議等の主
催・参加はほとんど実施されていない現状にある。その
ような現状の中で、小学校通常学級と放デイ共通して情
報提供は、保護者を通すことを基本として実施されてい
る。また、小学校と放デイの連携が良好な場合について
は「児童の一日の様子」など保護者を通してでは限界の
ある情報内容は送迎時に実施しており、一部では「電話」
や「プリント」といった対面せずに情報を共有できる方
法が実施されていた。今後、連携非良好な場合において
の送迎時の情報共有や希望で高かった連絡会議等の対
面・長時間の情報共有の機会を確保していくことは今後
の課題としてあげられる。

２ ．小学校通常学級と放デイの情報共有の今後のあり方
　通常学級在籍の放デイ利用児童についての情報共有
の今後のあり方は、現状行われているように保護者を
通して実施していくことが基本となっていく。加えて、
保護者を通してでは限界のある「児童の 1 日の様子」に
ついては送迎時に、「児童への活動時の配慮」や「児童
への支援」については連絡会議等の機会を設けて情報共
有を実施していくことで、連携を良好にしていくことが
できる。
　しかし、全ての小学校・放デイで児童の下校時の送り
出しや連絡会議等の主催と参加を行うことは困難であ
ることが考えられる。そのため、今後進めていくべき情
報共有のあり方として、現在あまり実施されていない対
面しない情報共有が重要となってくると考える。具体
的な方法としては、ガイドラインに記載されているツー
ルである連絡帳や個別の教育支援計画・個別支援計画の
活用、また一部で実施されている電話が有効であると考
えられる。電話や連絡帳等を状況や情報内容によって使
い分け、送迎や連絡会議といった対面の機会を小学校・
放デイの現状、または対象児童の実態や必要性に応じて
実施していくことが求められる。
　また、小学校においてはこれらの情報共有を実施して
いくために、前段階である個人情報の提供等についての
保護者からの同意を事前に得ておくことが必要となる。
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Ⅵ　今後の課題
　本研究の課題点として以下の 3 点があげられる。
　1 点目に回収率の低さである。本調査は通常学級に在
籍の放デイを利用する児童に焦点を当てた。通常学級
に在籍する児童の放デイ利用は今後増えていくことが
想定されているが、現状では特別支援学校・特別支援
学級に比べてまだ少ないことが示されている（厚労省，
2020）。加えて、保護者が学校に対して児童が放デイを
利用していることを伝えていないケースがある（田村・
和田 ,2019）ことや、放デイは事業所によって活動や支
援が異なる（厚生労働省 ,2015）ため、通常学級に在籍
する児童が利用する放デイには偏りがあるとも考えら
れる。
　2 点目に比較対象である。本調査では、連携が取れて
いる（連携良好）場合と連携が取れていない（連携非良
好）場合を想定して回答を求めて比較分析した。特別支
援学級や特別支援学校との比較を行うことにより、さら
に通常学級においての情報共有の現状や課題を明らか
にすることができると考えられる。
　3 点目にガイドラインを基準としたことである。ガイ
ドラインは放デイを対象に策定されたもので、学校との
連携について特化したものではない。ガイドライン策定
時期に文部科学省から教育機関へ協力依頼の連絡が行
われているが、小学校では認知されていないことが考え
られる。小学校の連携の基準を明らかにし、放デイと小
学校との現状を明らかにしたうえでの比較が必要にな
ると考えられる。
　以上の課題から、本研究では小学校通常学級と放デイ
の情報共有についての現状と課題を明らかにすること
はできたが、実際に課題を解決する、また情報共有を実
施する者を意識した方策やツール等の仕組みを一般化
することはできなかった。今後、通常学級に在籍の放デ
イを利用する児童の増加が考えられる（障害児支援の在
り方に関する検討会 ,2014）ため、小学校通常学級と放
デイの情報共有についての方策やツール等、実施する者
が意識する実現可能な仕組みについて検討が必要であ
る。 
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